
かわさきを元気に動かす私たちのお金

令和7年度 川崎市財政読本

令和７年度 生命（いのち）を守る
安全・安心予算

①「予算」は目的に応じて
　つくられています 
②一般会計は市の予算の中心
　最も大きな「おさいふ」です
③市民１人あたりの
　予算の使い道は？ 
④市民生活に身近なことに
　予算が使われています
⑤川崎市における
　ふるさと納税の現状と取組
⑥行政サービスは、市税のほかに
　市債（借金）によっても
　賄われています
⑦みんなのまちづくり
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生命（いのち）を守る安全・安心予算
皆さんが笑顔のまま、安全に、安心して川崎で暮らしていけるように、市は7年度もあらゆる取組を進めて

いきます。市民の皆さんの生活に身近な内容を中心に、今年度、市が重点的に取り組む施策を紹介していきます。

令和
７年度

災害時のトイレ対策を強化します

避難所や市立学校などで、２日間分
の備蓄を確保できるように、約95万
枚の携帯トイレを整備します。また、
全ての避難所にマンホールトイレを
設置するために、調査を進めます。

２億2,799万円

体育館の空調設備の整備に着手します
２億9,170万円

全ての市立学校の体育館へ
早期に空調設備が整備でき
るよう、調査などを進めて
いきます。

災害、暑熱、犯罪などから
大切な命を守るために

妊婦健診の公費負担を増やします

妊婦健診の公費負担を増額します。
また、健診情報等を相談支援や保健
指導に活用することにより、妊婦の
健康づくりや生活習慣の改善などの
支援の充実につなげます。

16億5,210万円

手続きなどのデジタル化を進めます
4億4,248万円

これまで区役所の窓口などで行う
必要があった手続きなどが、かわ
さき子育てアプリから簡単に行え
るようになります。

安心して子どもを
産み育てられるように

さらに詳しい情報はこちらをご覧ください▶https://www.city.kawasaki.jp/230/page/0000173806.html



さいにゅう

歳入

「予算」は市長が案をつくり、市議会が決定します。

市では、教育、福祉、ごみ処理、消防、道路の整備など、様々な行政サービスを市
民に提供していますが、どのような行政サービスにどのくらいお金を使うかにつ
いて、あらかじめ決めておく必要があります。そこで、新しい年度が始まる前に、
税金などの収入（歳入）と、行政サービスの費用などの支出（歳出）の金額を見
積もり、事業の内容を計画します。この見積もりを「予算」といいます。 

予算予算って何？
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「予算」は目的に応じてつくられています01
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目的などに応じて「予算」は大きく３種類あります。

教育教育

道路整備道路整備

競輪事業競輪事業国民健康保険国民健康保険

福祉

一般会計
市の基本的な仕事（教育、福祉、ごみ
処理、消防、道路整備など）を行う予算
です。主に市税で賄われています。

企業会計
市営バスや病院などは、それ自体が民間の会社
のように活動していて、基本的に自らの収益で
運営されています。川崎市には現在５つの企業
会計があります。

特別会計
国民健康保険や競輪なども市の仕事の一
部です。これらは特定の収入があるため独
立した予算で収支を明確にし、一般会計と
は分けています。川崎市には現在13の特
別会計があります。

病院事業
バス事業
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一般会計は市の予算の中心
最も大きな「おさいふ」です02

私のお金が社会の
ために活かされ
るんですね

収入と支出のことを市の財政では「歳入・歳出」と呼びます。よりよい行政サービスを提供するため、市民が納める税金などのお
金をあらかじめ使い道を決め計画的に役立てる、それが予算です。なかでも一般会計予算は最も金額が大きく、幅広い分野を
含んだものです。

主に個人や法人が納める市民税、
土地や家屋などに課税される固定
資産税が２本柱となっています。

国・県支出金
8,927億円

令和7年度
歳入総額

市税
4,048億円
45.3％

その他
17.3％

国・県
支出金
2,201億円
24.7％

市債
574億円
6.5％

その他
6.2％

自主財源
5,592億円
62.6％

依存財源
3,335億円
37.4％

自主財源とは
市が自主的に集めることので
きるお金。この割合が高いほ
ど自主的な運営がしやすくな
ると考えられます。

依存財源とは
国や県の考え方を反映させ、
決まった額を受け取るお金の
ことです。

国や県から使い道を指定して
交付されます。 

市税

公共施設の使用料、宝くじの収益金
の一部及び寄附金などがあります。  
 寄附金について関連記事⇒P８

その他

市債とは
市の施設をつくるためなどの
目的で行う「市の借金」です。
市債は市民も買うことができ
ます。　関連記事⇒P１０

歳入
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投資的経費とは
道路や学校の建設費など。国の
補助を受けて行うもの（補助事
業）と、市が単独で行うもの（単
独事業）、また、災害で壊れた道
路などをなおすために行うもの
（災害復旧事業）があります。

子育てをしている方々や生活に
困っている方々への支援など

補助費等

8,927億円

令和7年度
歳出総額

扶助費
2,571億円
28.8％

補助費等
511億円
5.7％
単独事業費
575億円
6.4％
補助事業費
285億円
3.2％

物件費
1,101億円
12.3％

公債費
1,418億円
15.9％

人件費
1,680億円
18.8％

その他
8.9％

義務的
経費

5,669億円
63.5％

その他の経費

投資的経費

2,398億円
26.9％

860億円
9.6％

義務的経費とは
歳出のうち、必要となる見込み
の金額が決まっていて、支出が
義務付けられているため簡単に
削減できない経費のこと。
職員の給与などの人件費、生活
保護費などの扶助費及び市債の
償還（借金の返済）のために必
要な公債費からなっています。

事業や団体への
補助金など

物件費
施設の
管理費など

その他
市内の中小企業を支援する
ために貸すお金、他会計に
出すお金など

扶助費

市債の償還（借金の返済）など　
 関連記事⇒P１０

公債費
職員の給与や
議員の報酬など 

人件費

義務的経費は
いわゆる「固定費」と
考えることが
できますね

歳出
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巨大な金額の予算を
「1人あたり」に置き換えて
見ると、イメージしやすく

なりますね

※令和７年１月１日現在の推計人口：1,551,662人として計算

市民１人あたりの予算の使い道は？03
一般会計予算（8,927億円）を人口で割り、１人の市民にとって予算がどんな割合で使われているかを図にしました。

575,351円

令和7年度
市民1人あたりの
歳出総額

150,277円
26.1％

保健・医療・
福祉の充実に

104,578円
18.2％

子育ての支援に

91,089円
15.8％

学校教育と
生涯学習に55,965円

9.7％

道路・公園緑地・河川・
下水道の整備と

安全なまちづくりに
21,387円 3.7％
計画的なまちづくりに

19,963円 3.5％
環境・リサイクルに

17,077円 3.0％
地域経済の発展に

9,506円 1.6％
港湾の整備に

8,160円 1.4％
共生と参加の
まちづくりに

97,349円
17.0％

その他
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市民生活に身近なことに予算が使われています04
日常的な光景でどのくらいの予算が使われているかはわかりにくいものです。
身近なものとして実感しやすい、いくつかの例を紹介していきます。

保育園の運営に要する経費子育て
公立保育園、民間保育園の運営費など

年間670億円 対象園児数：34,646人
（月平均）

年間1,934,633円
園児１人あたりに必要な経費

ごみ、資源物の収集処理に要する経費ごみ
処理 ごみの収集や焼却、資源物のリサイクルにかかる経費など

年間１５６億円 世帯数：784,602世帯
（令和７年１月１日現在）

年間19,912円
１世帯あたりの負担額

介護保険サービスに要する経費福祉
介護サービス、介護予防の実施にかかる費用など

年間１,174億円 要介護・要支援
認定者数：66,235人

年間1,772,508円
対象者１人あたりに必要な経費

公園の維持管理に要する経費環境
草刈や樹木の剪定にかかる経費など

年間42億円 公園管理面積：7,710,415㎡
（市民生活に身近な公園＝　
　　 約2,500㎡の広さが目安）

年間1,368,367円
2,500㎡あたりの経費

川崎市の防災に要する経費防災
マンホールトイレの整備など

年間259億円 川崎市の人口：1,551,662人
（令和７年１月１日現在）

年間16,686円
市民１人あたりの負担額

「かわさきGIGAスクール構想」の推進に要する経費教育
インターネット回線の増強にかかる経費など

年間10億円 市立学校・学級・児童生徒数：106,508人
（令和７年５月１日現在）

年間9,562円
生徒１人あたりに必要な経費




